




障がい福祉課

各審議会の概要

 

１．根拠法 

 社会福祉法第7条第1項 
 
 

２．目 的 

 各福祉事業に関する事項を調査し、知事の諮問に対

して答申を行い、県民の福祉の向上に寄与する 
 
 

３．機能・役割 

 専門分科会を設置し、専門的事項について調査審

議する 

(1)法律で規定された専門分科会 

     ①民生委員審査専門分科会 

     ②身体障害者福祉専門分科会（審査部会） 

(2)必要に応じ各専門分科会が設置できる 

   ①知的障害者福祉専門分科会 

   ②老人福祉専門分科会 

   ③児童福祉専門分科会 

   ④地域福祉専門分科会 

 

１．根拠法 

 精神保健福祉法第９条 
 
 

２．目 的 

 精神保健福祉事業に関する事項を調査し、知事の

諮問に対して答申を行い、県民の精神保健福祉の向

上に寄与する 
 
 

３．機能・役割 

 精神保健福祉に関する事項を調査審議 

(1)指定病院の取り消し 

(2)手帳の異議申し立てに関する意見 

(3)その他 

  ・自死対策 

  ・精神障がい者地域移行、地域定着 

  ・保健医療計画 

 

１．根拠法 

 障害者基本法第36条第1項 
 
 

２．目 的 

 障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な

推進について必要な事項を調査審議し、その施策

の実施状況を監視する 
 
 

３．機能・役割 

(1)障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な 

    推進に係る必要事項や、関係機関相互の連絡 

    調整事項に関する調査審議 

(2)障がい基本計画や障がい福祉計画の策定時の 

     意見陳述 

島根県社会福祉審議会 島根県精神保健福祉審議会 島根県障がい者施策審議会 

○精神障がいに関して、専門的に調査審議する機関は「島根県精神保健福祉審議会」があり、 

 有効に機能している。 
 

○障がい全般に関することについては、３障がいを専門に調査審議している「島根県障がい 

 者施策審議会」があり、有効に機能している。 

  

 精神保健福祉に関することは「できる」規定であることから、現状の精神保健福祉審議会で調査審議するこ

ととする。 

 ただし、法改正が行われた提案の趣旨を勘案し、精神障がいを含めた障害福祉全般は「島根県障がい者 

施策審議会」でも調査審議することとする。 

方   針 


